
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第43号 

答申番号：令和７年度答申第43号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、次に掲げる事情を顧みずに行われた原処分①（生活保護変更申請

却下処分）及び原処分②（生活保護変更申請却下処分）（以下「本件各原処分」

という。）は違法又は不当であると主張しているものと解される。 

(1) 原処分①について、生活保護法（以下「法」という。）による保護（以下

「保護」という。）を受給している請求人は、自身の傷病により通院の際は

タクシーを使用するような状態であったところ、若干体調が回復し、費用が

発生しない自転車で病院に行けるようになり、通院証明を記載してもらうま

で相当の時間を要したため、請求人の長男（以下「長男」という。）及び二

男（以下「二男」という。）が医療機関に通院した際の交通費の支給を求め

る申請（以下「本件各申請」という。）が遅れたものである。 

(2) 原処分②について、二男が教材として使用するタブレット端末及びその

オプション（以下「本件タブレット端末等」という。）は、二男が入学した

高等学校（以下「本件高等学校」という。）が斡旋
あっせん

したものである。また、

本件高等学校が斡旋した学習用端末で利用できる辞書パックの利用期間は

３年間であり、本件高等学校の案内には電子辞書を使用してもよいという記

載があったことから、電子辞書（以下「本件電子辞書」という。）を購入し

た。さらに、美術実習用具（以下「本件美術実習用具」という。）の購入費

用の支給が認められなかったが、他の選択必修科目で使用する楽器の購入費

用は支給が認められている。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

   次のとおり、本件各原処分に違法又は不当な点はない。 



  (1) 本件各申請は、通院から１年２か月を経過して申請されたものであると

ころ、３か月を超えて遡及する期間の最低生活費を追加支給することは、生

活保護の扶助費を生活困窮に直接的に対処する給付として考える限り妥当

でない。 

(2) 本件タブレット端末等、本件電子辞書及び本件美術実習用具は、「正規の

授業を受講する全生徒が必ず購入することとなっている教科書、副読本的図

書、ワークブック、和洋辞典及び楽器」に該当しない。 

   

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 本件各原処分は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違

法又は不当な点は認められない。 

 ２ 本件各申請は通院から１年以上経過した事後申請であるところ、請求人はそ

の理由を縷々
る る

主張しているが、事前申請が困難な事由があったとしても、１年

以上の長期にわたり当該事由が消失しなかったとは到底いえない。また、扶助

費の遡及支給の限度である３か月を超えて追加遡及する事由である「受給者に

何ら過失がないなどの受給者に帰責する事由」がなく、かつ「保護の実施機関

において認定を誤ったことが明らかな場合」には該当しない。そして、処分庁

による認定誤りなどの事由を示す挙証資料も存在しないことから、原処分①に

違法又は不当な点は認められない。 

 ３ タブレット端末は本件高等学校により貸出しが可能であり、貸出用端末の在

庫もあったことから、本件タブレット端末等を購入しなければならない事情が

あったと認めることはできない。また、辞書は電子辞書でも紙の辞書でもよい

ことや学習用端末で利用できる辞書パックの購入等ができることから、本件電

子辞書を購入しなければならない事情があったと認めることはできない。さら

に、芸術や体育で使用する教材等に要する経費については、生業扶助（法第11

条第１項第７号）のうちの基本額の中に含まれているものとされていることか

ら、本件美術実習用具に係る購入費用の支給を認めなかった処分庁の判断が不

合理であるとまではいえない。したがって、原処分②に違法又は不当な点は認

められない。 

 ４ 以上のとおり、本件各原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求

人の主張は理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 



第４ 調査審議の経過 

令和８年３月９日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同月16日の審査会において、調査審議し

た。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の需要を基と

し、そのうち、その者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程

度において行うものとされ（法第８条第１項）、当該基準は、要保護者の年齢

別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護の種類に応じて必要な事情を考

慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分なものであって、かつ、これを超

えないものでなければならないとされている（同条第２項）。これにより、厚

生労働大臣は「生活保護法による保護の基準」（以下「保護基準」という。）

を定めている。 

また、医療扶助（法第11条第１項第４号）は、困窮のため最低限度の生活を

維持することのできない者に対して行われるものであり、診察、移送等が医療

扶助の対象とされている（法第15条）。 

そして、生業扶助（法第11条第１項第７号）は、困窮のため最低限度の生活

を維持することのできない者又はそのおそれのある者に対して行われるもの

で、これによって、その者の収入を増加させ、又はその自立を助長することの

できる見込みのある場合に限り、就労のために必要なもの等の範囲内において

行われるもので、これによって、その者の収入を増加させ、又はその自立を助

長することのできる見込のある場合に限り行われるものとされている（法第17

条）。 

保護基準において、生業扶助は、生業費、技能習得費及び就職支度費に区分

され、このうち技能習得費は、高等学校等就学費とそれ以外に区分され、高等

学校就学費は、基本額（月額）は7,300円、教材代は正規の授業で使用する教

材の購入又は利用に必要な額等の基準額が定められている。 

保護の変更の決定に係る事務等は、地方自治法における法定受託事務とされ

ており、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基準

（以下「処理基準」という。）を定めている。 

そして、処理基準によれば、通院移送費の給付決定に関する審査については、



緊急の場合等であって、事前の申請が困難なやむを得ない事由があると認めら

れる場合であって、当該事由が消失した後速やかに申請があったときは、事後

の申請であっても内容確認の上、給付を行って差し支えないこととされてい

る。 

また、教材代の認定を行う場合には、必要に応じて教材の購入リスト等の提

出を求めるなど、必要とする実費の額の確認を行うこととされ、正規の授業で

使用する教科書等の範囲は、当該授業を受講する全生徒が必ず購入することと

なっている教科書、副読本的図書、ワークブック、和洋辞典及び楽器であるこ

ととされている。 

そこで、原処分①についてみると、令和６年２月５日に二男が医療機関に通

院したこと及び同月６日に長男が同じ医療機関に通院したことから、令和７年

４月30日に請求人は本件各申請を行ったものの、処分庁は本件各申請を却下す

る原処分①を行ったことが認められる。 

この点、長男及び二男に発熱がみられ急遽通院する必要があったという事情

からすると、処分庁に対して通院移送費の事前申請ができなかったことはやむ

を得ないと認められるものの、当該各通院から１年以上経過して行われた本件

各申請について、請求人及び請求人の妻の心身の状況等に鑑みても、やむを得

ない事情があったとまでは認められない。したがって、原処分①に違法又は不

当な点はない。 

次に、原処分②についてみると、本件タブレット端末等、本件電子辞書及び

本件美術実習用具に係る購入費用の支給を求める申請に対し、処分庁は、生業

扶助のうち教材代の支給要件には当たらないとして、当該申請を却下する原処

分②を行ったことが認められる。 

この点、タブレット端末は、貸出用のものを利用することが可能であったこ

とから、全生徒が必ず購入するものには当たらないという処分庁の判断に誤り

は認められない。 

また、本件電子辞書等は、その購入費用が一般的な紙の辞書等と比較して高

額であると認められる。そうすると、保護の程度は「最低限度の生活の需要を

満たすに十分なものであって、かつ、これを超えないものでなければならない」

とされている以上、処分庁の判断が違法又は不当であるとはいえない。 

そして、請求人は、おおむね、楽器に係る購入費用は支給が認められている

にもかかわらず、本件美術実習用具に係る購入費用の支給が認められないのは



不合理であると主張する。しかしながら、処理基準においては教材代の対象と

なる教材が限定列挙されており、そこに美術実習用具が列挙されておらず、教

材代の対象とならない教材については基本額等において賄われるべきものと

解されるところ、一般的に楽器は高額なものであり、その購入費用の負担は被

保護者世帯にとって大きな負担となることが予測されることから、楽器を教材

代の対象とした処理基準の扱いが特段不合理とまでいうことはできない。 

以上のとおり、本件各原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認

められず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件

審査請求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のと

おり、これを是認するものである。 

 

    北海道行政不服審査会 

 

        委 員（会長） 館   田     晶   子 
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